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経済産業省関係令和６年度補正予算の概要 
 

令和６年 12月 

経 済 産 業 省 
 

1. 日本経済・地方経済の成長 【2.8兆円】（うち、GX：3,400億円） 

（１）賃上げ環境の整備【5,114億円】 

⚫ 中小企業の生産性向上支援 

⚫ 中堅・中小企業の成長投資支援  等 

（２）新たな地方創生施策の展開【736億円】 

⚫ 地域の移動課題対応、買物困難者対策を含む物流効率化 

⚫ 大阪・関西万博の推進  等 

（３）投資立国の実現【2兆 2,614億円】※再掲含む 

⚫ 半導体・AI等のデジタル投資や、再エネ・蓄電池等の GX促進 

⚫ 量子、宇宙、バイオ、介護、医療等の成長分野の投資促進 

⚫ スタートアップ支援 

⚫ 銅やレアメタル等の重要鉱物の確保・供給安定化  等 

 

2. 物価高の克服 【1.6兆円程度】（うち、GX：2,000億円） 

（１）足下の物価高に対するきめ細かい対応【1兆 3,518億円】 

⚫ 燃料油価格激変緩和対策、電気・ガス料金負担軽減支援 

（２）エネルギーコスト上昇に強い経済対策の実現【2,724億円】 

⚫ 省エネルギー投資促進支援 

⚫ クリーンエネルギー自動車の普及  等 

 

3. 国土強靱化、防災・減災など国民の安全・安心を確保 

【1,800億円程度】 

（１）自然災害からの復旧・復興【679億円】 

⚫ 福島第一原発の廃炉・処理水風評等対策、能登半島地震復旧支援  等 

（２）防災・減災及び国土強靱化の推進【194億円】 

（３）外交・安全保障環境の変化への対応【955億円】※再掲含む 

 

経済産業省合計  4.4兆円（うち、GX：0.5兆円） 
※国庫債務負担行為による複数年度分含めると、4.9兆円(うち GX：0.7兆円) 
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１． 日本経済・地方経済の成長 
 
（１） 賃上げ環境の整備 
 
① 中小企業生産性革命推進事業【3,400億円】 

物価高や最低賃金引上げへの対応、中小企業における持続的な賃上げ
の実現のためには、稼ぐ力を強化することが必要。そこで、革新的な製品・サー
ビスの開発やデジタル化、販路開拓、事業承継・M&A を加速するため、もの
づくり補助金、IT 導入補助金、小規模事業者持続化補助金、事業承継・
Ｍ＆Ａ補助金によって、中小企業・小規模事業者の生産性向上を実現する。 
また、売上高 100 億円を目指す成長志向の中小企業・小規模事業者

の成長投資をハード・ソフトの両面で支援する。 
 

② 中堅・中小企業の賃上げに向けた省力化等の大規模成長投資補助金 
【1,400億円、国庫債務負担行為を含め 3,000億円規模】 

地域の雇用を支える中堅・中小企業が、足元の人手不足等の課題に対応
し、成長していくことを目指して行う大規模投資等を促進することで、地方に
おいても持続的な賃上げを実現する。 

 
③ 事業環境変化対応型支援事業【112億円】 

エネルギー価格・物価の高騰、最低賃金引き上げ、インボイス対応等の事業
環境変化の影響を受ける中小企業・小規模事業者への相談や各種支援
施策の活用を促すべく、中小企業団体等と連携した支援体制を強化する。 
 

④ 中小企業活性化・事業承継総合支援事業【61億円】 
地域の経済と雇用の基盤を支えるため、財務上の問題を抱えている中小企
業等に対する収益力改善・事業再生等の支援や、後継者不在の中小企
業等に対する事業承継・引継ぎの支援を実施する。 
 

⑤ 中小企業取引対策事業【8.3億円】 
中小企業の適切な価格転嫁、適正な取引を実現するため、価格交渉促進
月間のフォローアップ調査を実施するほか、価格転嫁の情報発信やパートナ
ーシップ構築宣言に係る実態調査等による取引実態の把握など、中小企業
の価格交渉・価格転嫁を促進する。 

 
⑥ 100億企業育成ファンド出資事業【30億円】 

独立行政法人中小企業基盤整備機構が出資するファンドを通じて、売上
高 100 億円を目指す成長志向の中小企業等に対するメザニンファイナンス
等の供給により、財務基盤の強化を図り、M&A や新事業展開等を後押し
する。 
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（２） 新たな地方創生施策（「地方創生 2.0」）の展開 
 
① 地域の移動課題解決に向けた自動運転サービス開発・実証支援事業【70億円】

自動車メーカーを中核とした日本発の自動運転の標準モデルを構築し、本モ
デルを活用して主要地方部での自動運転タクシーの実装を進めるとともに、こ
れを足掛かりとして、グローバルマーケットへの横展開を進める。 
 

② 地域の社会課題解決に向けたデジタルライフライン整備加速事業【58億円】 
「デジタルライフライン全国総合整備計画」を推進し、ドローン航路、自動運
転サービス支援道、インフラ管理 DX の各プロジェクトについて全国展開を抜
本的に加速するとともに、奥能登版デジタルライフラインの整備を行う。 

 
③ 持続可能な物流を支える物流効率化実証事業【23億円】 

「物流 2024 年問題」への対応として、複数企業が連携する物流効率化に
繋がる取組に対し、システム構築費用等を補助するほか、増加が見込まれる
買物困難者への対応策として、先進的なモデル事例を組成する。 

 
④ 航空燃料の安定供給に資するサプライチェーン整備支援事業 

【7.9億円、国庫債務負担行為を含め 40億円規模】 
インバウンド需要が急回復する中、航空燃料の安定供給を確保するため、航
空燃料用のタンクや、出荷設備の増強、製油所等から空港に航空燃料を配
送するためのローリー増車等の設備投資を支援する。 
 

⑤ 工業用水道事業費【22億円】 
激甚化する災害に備え、工業用水道施設の強靱化（耐震化・浸水対策・
停電対策）の加速化を図るとともに、デジタル技術、広域化、民間活用によ
る施設の合理化や経営の最適化を促すことで、低廉かつ安定的な工業用
水の供給を図る。 
※上記のほか、半導体等の戦略分野に関する国家プロジェクトの産業拠点の整備等に際し、工

業用水を含む関連インフラの整備を機動的かつ追加的に支援するため、内閣府にて「地域産

業構造転換インフラ整備推進交付金」を計上。 

 
⑥ 国際博覧会事業【511億円】 

大阪・関西万博の会場内の安全確保、日本政府としての出展やその運営
にかかる準備、途上国の参加支援、会場整備等を行う。 
 

⑦ クリエイター事業者支援事業（事業化・海外展開推進）【95億円】 
映画等のコンテンツ制作費用や販路開拓の支援等を通じた日本発のコンテ
ンツの競争力を強化や海外作品のロケ誘致等を行い、産業競争力強化及
び裾野拡大を進めるとともに、クリエイターの所得向上を目指す。 
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⑧ スポーツエンターテインメント・コンテンツ海外展開支援事業【2.0億円】 
プロスポーツリーグやクラブチームの事業拡大に繋がる海外展開を促進し、外
需の獲得など、地域経済に深く根付くスポーツ産業の潜在能力を最大限に
引き出すことで、地方創生を後押しする。 

 
（３）「投資立国」及び「資産運用立国」の実現  
 
【３－１：半導体・AI等デジタル産業基盤強化】 
① ポスト５Ｇ情報通信システム基盤強化研究開発事業等 

【10,514億円】（うち、GX：1,576億円） 
ポスト５Ｇ情報通信システム（量子コンピュータなどの計算資源やロボティク
ス分野の生成AIに関する基盤モデル等）や先端半導体等の設計・製造技
術等の開発、実証に取り組む。 

 

② 先端半導体の国内生産拠点の確保【4,714億円】 
産業基盤の強靱化や戦略的自律性・不可欠性の向上の観点で、先端半
導体の国内生産拠点整備への支援を行うことで、事業者による投資判断を
後押しし、安定供給の確保等を目指す。 

 
【３－２：GX関連投資等】 
① 再エネ導入拡大のためのフレキシビリティ確保に向けた分散型エネルギーリ
ソース導入支援等事業【127億円】 
再生可能エネルギー導入拡大に伴い必要となるフレキシビリティ確保に向け、
家庭や企業におけるディマンドリスポンス（DR）の促進や電力データの活用
促進、蓄電池の導入支援、広域的な需給調整に係る系統整備の調査検
討支援を行うことで、電力の効率的な利用や自家消費の促進につなげ、家
庭及び企業におけるエネルギー価格変動への耐性を高める。 

 
② 中小水力発電に係る自治体主導型案件創出支援等事業【20億円】 

中小水力発電の早期の事業化や開発事業者の参入促進等に向け、自治
体が主導して行う流量調査や地形測定、事業性評価等を支援する。また、
全国を対象に、中小水力発電の未開発地点の調査を行う。 

 
③ 地熱資源等開発事業【50億円】 

国内の事業者が行う、資源量を調査するための有望地域における地表調査
や坑井掘削調査への助成を実施。 
また、次世代型地熱技術の早期事業化のため官民協議会を設置し、次世
代型地熱技術の特定や実証、事業化に向けた調査への支援を実施。 
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④ 石油・天然ガス等のエネルギー安定供給実現事業【110億円】 
石油・天然ガス等を取り巻く国際情勢は急激に変化している中で、エネルギ
ーの安定的かつ低廉な供給の確保を実現するため、リスクマネー供給等によ
り、我が国企業による石油・天然ガス等の権益獲得等を促進する。 

 
⑤ 国内石油天然ガス地質調査事業【7.8億円】 

日本周辺海域の未探鉱地域等において、三次元物理探査船等により、石
油・天然ガス等のポテンシャルを把握するための調査を行うとともに、調査デー
タの公開を通じて、我が国企業による探鉱開発活動を促進させる。 

 
⑥ 先進的 CCS支援事業【320億円】 

CCS 事業の普及・拡大に向けて、横展開可能なビジネスモデルを確立する
ため、2030年までの事業開始を目標とした事業者主導の「先進的CCS事
業」を選定し、国により集中的に支援を実施。具体的には、CO2 の回収
源、輸送方法、CO2 貯留地域の組み合わせが異なるプロジェクトの支援を
行い、多様な CCS事業モデルの確立等を目指す。 

 
⑦ エネルギートランジションに関する国際連携事業【10億円】 

ERIA、IEA、IMEO への資金拠出を通じた共同調査や連携強化により、ト
ランジション・ファイナンスや LNG・メタン排出削減におけるアジア大の標準形
成を加速させる。 

 

⑧ アジアの公正なエネルギー移行加速化事業（ERIA）【7.0億円】 
AZEC を推進する体制を構築し、アジア各国等からの要請に応じた制度設
計支援や産業のロードマップ策定等を加速させる。 
 

⑨ 資源自律経済加速に向けた関係主体連携促進事業【10億円】 
サーキュラーエコノミーの実現に向けて、2025 年大阪・関西万博等での体験
型イベント等を通じた情報発信を行い、環境意識の向上と行動変容を促進
する。また、家電リサイクル券の電子化のためのシステム開発及び実証等を
行い、廃棄から回収、リサイクルまでの一連のプロセスにおける各種データの収
集・分析及び効率化する。 

 
⑩ カーボンフットプリントの戦略的活用の拡大に向けた基盤整備事業 

【3.8億円】 
産業全体の基盤をなす製品の CFP 算定に必要な方法論の策定に係わる
支援を行う。その際、国内外の関連規制や海外競合品の CFP など、対象
製品の産業競争力を規定する諸要因の調査を行う。また、サプライチェーン
全体での CFP に関する迅速な情報連携や、信頼性の確保に係る課題の整
理を行う。 
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⑪ クリアランス金属の資源循環促進事業【5.1億円】 
原子力発電所から発生するスクラップ金属のうち、通常のスクラップ金属と同
様に取り扱うことができるクリアランス金属が今後、年間１万トン程度発生す
る見込み。こうした金属を適切な管理の下で集中的に処理することにより、
国内資源としての再利用を効率的に実現し、資源の有効活用及び関連産
業の創出等につなげる。 

 
【３－３：その他成長投資】 
① 量子コンピュータの産業化に向けた開発の加速及び環境整備【518 億円、
国庫債務負担行為を含め 1,000億円規模】（一部再掲） 
産業利用の国際的なハブとなる産総研の開発センター「G-QuAT」の更なる
強化、各種方式の量子コンピュータの民間開発に対する支援、国内企業が
強みを持つ部素材等への重点支援等を通じて、世界に先駆けて量子コンピ
ュータの産業化を実現する。 

 

② 宇宙戦略基金事業【1,000億円】 
内閣府等と連携し、「宇宙基本計画工程表改訂に向けた重点事項」等を
踏まえ、衛星の開発や輸送（打ち上げ）等の各分野において、産業構造
の改革・強化を目指したスタートアップ含む民間企業等に対する技術開発・
実証、商業化等の支援を強化する。 
 

③ 再生・細胞医療・遺伝子治療製造設備投資補助金 
【100億円、国庫債務負担行為を含め 380億円規模】 

再生・細胞医療・遺伝子治療製品を受託製造する拠点を整備するととも
に、次世代製造に必要な自動化装置や品質管理システム等の導入の促
進・製造人材育成支援を実施することで、主に国内の創薬シーズに関して
効率的かつ安定的な製造プロセス開発を促し、我が国の創薬力強化・受託
製造産業の輸出産業化を目指す。 
 

④ ディープテック・スタートアップに対する事業開発支援事業【76億円】 
成長事例の創出やスタートアップ・エコシステムの形成に向けて、ディープテッ
ク・スタートアップに対して、研究開発成果の事業化のために行う量産時の設
備投資等の事業開発活動を支援する。  
 

⑤ スタートアップのグローバル化強化事業【44億円】 
創業時から海外展開を見据えた起業や創業後の海外展開を目指す海外
派遣プログラムや国内外の VC 等を招聘したスタートアップ・イベントを実施す
るなどにより、スタートアップのグローバル化を強化する。 
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⑥ 大企業等のスタートアップ連携・調達加速化事業【2.1億円】 
大企業等におけるスタートアップからの調達を促進するため、経営課題を元に
した事業テーマの設定や、その解決に資するスタートアップの活動を支援す
る。また、民間調達促進に向けた連携モデルの作成や研修等を実施する。 
 

⑦ 地域大学のインキュベーション・産学融合拠点の整備事業【30億円】 
地域大学にインキュベーション施設や共同研究施設、オープンイノベーション
施設等を整備し、産学共同研究やスタートアップ創出を促進することで、地
域大学を核とした産業集積を実現し、イノベーションによる地域経済の持続
的な成長に貢献することを目指す。 

 

⑧ 地域未来人材の育成に資する民間サービス等利活用促進事業 
【15億円】 

ICT 技術等を活用した学校活動支援サービスの導入を通じて、教師の業務
を効率化しながら、地域の未来を担う子どもたちに対する探究的な学びの高
度化を図る。 

 
⑨ 介護 DX を利用した抜本的現場改善事業【19億円】 

介護現場の効率化に繋がる効果の高い機器・システムのパッケージ化、改良
及び投資効果検証を支援することで、介護現場の DX 投資を促し、介護人
材不足の解消に貢献する。 

 
⑩ デジタルヘルスケア開発・導入加速化事業【9.2億円】 

医療の高度化及び医療機関等の生産性向上等に繋がるデジタルヘルスケ
アの開発及び有用性に関するエビデンス構築を支援することで、医療機関等
への導入を加速し、医療機器産業の競争力を強化する。 

 

⑪ 予防・健康づくり分野における先端技術を活用した社会課題解決サービス
開発促進事業【14億円】 
患者数や経済損失が急速に増加している、メンタルヘルスや介護予防等の
領域において、AI やデジタル技術を活用したサービスの開発・検証等の支援
を行い、社会実装を推進する。 

 
⑫ 地域の社会課題解決に向けたデジタルライフライン整備加速事業 

【58億円】（再掲） 
 
⑬ デジタル人材育成エコシステム構築事業【21億円】 

デジタル人材育成を推進するため、個人のデジタルスキル等の情報を蓄積・
可視化する基盤を構築し、継続的な学びを後押しするとともに労働市場で
の活用を目指す。また情報処理技術者試験を DX 時代に合わせた試験体
系へ変更し、併せて CBT試験化等を行う。 
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⑭ 未踏的な地方の若手人材発掘育成支援事業（AKATSUKIプロジェクト） 
【8.9億円】 

地方における将来の才能ある若手人材の発掘・育成を通じて、起業を志向
する人材を増やすため、プロジェクトマネージャー等による伴走的な育成がなさ
れる地域独自のトップ IT・起業家人材等の発掘・育成プログラムを行う事業
団体を支援する。 
 

⑮ 国立研究開発法人等の施設・設備等機能強化事業【87億円】 
イノベーションの基盤を担う国立研究開発法人等における研究所施設・設
備の機能強化等を行う。 

 
【３－４：経済安全保障の確保に繋がる投資等】 
① 鉱物サプライチェーン多角化・安定化事業【922 億円、政府保証付借入
含めて 1,600億円規模】 
GX・DX の進展に伴う需要増加で各国で権益確保競争が激化する銅や、
我が国の産業活動に不可欠であるものの供給国に偏りがあるレアメタルにつ
いて、早期の新規供給源の確保を含めサプライチェーンの多角化と供給安定
化を実現するため、民間企業への出資等を支援する。 
 

② 経済環境変化に応じた重要物資サプライチェーン強靱化支援 
【1,978億円】（うち、GX：1,778億円） 

厳しさを増す地政学的環境変化及び破壊的な技術革新に対応するため、
以下の重要な物資に関し、それぞれの特性に応じた、生産基盤の整備、供
給源の多様化、生産技術の導入・開発・改良、代替物資の開発等の安定
供給確保を図るための取組に対し必要な支援を行う。 

 
➢ 蓄電池：1,778億円（GX） 

蓄電池・部素材・製造装置の設備投資及び技術開発に対する支援を
行い、次世代電池も含めて国内における蓄電池サプライチェーンを強化
する。 

➢ 可燃性天然ガス：150億円 
LNGについて、安定供給確保を図るための民間事業者の取組に対し必
要な支援を行う。 

➢ 永久磁石：41億円 
永久磁石に係る技術開発に関する支援を行い、サプライチェーンの強靱
化を図る。 

➢ 先端電子部品：9.4億円 
先端電子部品について、それぞれの特性に応じた生産基盤の整備、供
給源の多様化、生産技術の導入・開発・改良、代替物資の開発等の
安定供給を図るための取組に対し、必要な支援を行う。 
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③ 重要経済安保情報保護活用法の施行に向けた民間企業等の体制構築
等事業【16億円】 
重要経済安保情報保護活用法に基づく制度の適切な運用に向けて、経済
産業省の体制整備を行うとともに、民間企業等の情報保全体制構築を支
援することで、我が国の経済安全保障の確保に貢献する。 

 
【３－５：海外の成長を取り込む投資等】 
① グローバルサウス未来志向型共創等事業【総額約 1,500 億円（国庫債
務負担行為等含む）】 
グローバルサウス諸国等において、①日本企業と現地企業の強靱なサプライ
チェーンの構築や、カーボンニュートラル等を共に実現する事業等の支援、②事
業案件の発掘・組成のための情報収集・提供等の実施や、③海外人材育
成・受入れ等の支援強化を通じて、日本企業の国内産業活性化を目指
す。 
 

② 地域経済の成長につながる対内直接投資促進及び海外展開支援事業 
【100億円】 

海外から日本への対内直接投資を加速させるため、戦略分野等における誘
致体制の強化や国内各地での地域向け伴走支援を行うとともに、地域の中
堅・中小企業等による海外市場開拓を促進するため、EC サイト活用やバイ
ヤー招聘、専門家による企業向け伴走支援等を行うことを通じて、地域経
済の成長を後押しする。 
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２．物価高の克服 
 
（１） 足元の物価高に対するきめ細かい対応 

 
① 燃料油価格激変緩和対策事業【1兆 324億円】 

物価水準が高止まる中、地方経済や低所得者世帯への即効性のある対策
として、ガソリンなどの燃料油の卸価格抑制を通して、小売価格急騰の抑制
を図る。 

 
② 電気・ガス料金負担軽減支援事業【3,194億円】 

物価高により厳しい状況にある生活者を支援するため、家庭の電力使用量
の最も大きい時期である１月から３月の冬期の電気・ガス代を支援する。 

 
※上記の他、生活者には、LP ガス使用世帯への給付等の支援や、事業者には、特別高圧や  

LP ガスを使用する中小企業等への支援等を継続し、また、これから厳冬期を迎えることを念 

頭に灯油支援のメニューを新たに追加するなど、地域の実情に応じた物価高対策支援を引き 

続き行うため、内閣府にて「重点支援地方交付金」を追加。 

 
（２） エネルギーコスト上昇に強い経済社会の実現 

 
① 省エネルギー投資促進・需要構造転換支援事業費補助金【300 億円、
国庫債務負担行為を含め 2,000億円規模】（GX） 

② 省エネルギー投資促進支援事業費補助金 
【300億円、国庫債務負担行為を含め 350億円規模】 

省エネ性能の高い設備への更新に係る費用を補助する「省エネ補助金」。
企業の複数年の投資計画に対応する形で支援を実施し、中小企業等の省
エネ機器等への更なる投資拡大を促す。 
 

③ 中小企業等エネルギー利用最適化推進事業費【34億円】 
省エネの専門家が中小企業を訪ね、エネルギー使用の改善をアドバイスする
「省エネ診断」を、中小企業が安価で受けられるよう支援。 

 
④ 高効率給湯器導入促進による家庭部門の省エネルギー推進事業費補助
金【580億円】（GX） 
家庭のエネルギー消費の約３割を占める給湯分野につき、高効率給湯器の
導入を支援。また、寒冷地の高額な電気代の要因となっている蓄熱暖房機
等の設備を一新する場合には、加算措置を行う。 
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⑤ 既存賃貸集合住宅の省エネ化支援事業【50億円】 
設置スペース等の都合から、ヒートポンプ給湯機等の高効率給湯器の導入
が難しい賃貸集合住宅向けに、小型の省エネ型給湯器（エコジョーズ等）
の導入を支援。 

 
⑥ クリーンエネルギー自動車導入促進補助金【1,100億円】（GX） 
⑦ クリーンエネルギー自動車の普及促進に向けた充電・充てんインフラ等導
入促進補助金【360億円】 
電気自動車や燃料電池自動車等の購入費の一部を補助する。また、電気
自動車等の充電設備等の購入費及び工事費並びに燃料電池自動車の充
てん設備の整備費及び運営費の一部を補助する。充てん設備については、
商用車の導入促進を図る重点地域において集中支援を行う。 

 

３．国民の安心・安全の確保 
 
（１） 自然災害からの復旧・復興 

 
① ALPS処理水関連の輸入規制強化を踏まえた水産業緊急支援事業 

【140億円】 
ALPS 処理水の海洋放出以降、一部の国・地域の輸入規制強化等に影響
を受けた日本産水産物の安全性等に関する情報発信や、ホタテ等の輸出
減が顕著な品目の国内外の販路拡大、一時買取・保管、新たな輸出先の
ニーズに応じた加工体制の強化を支援する。 
 

② ALPS 処理水の海洋放出に伴う影響を乗り越えるための国内生産持続
対策事業【113億円】 
ALPS 処理水海洋放出の影響のある漁業者に対して、持続可能な漁業継
続を実現するため、当該漁業者が創意工夫を凝らして取り組む活動への支
援を行う。 
 

③ 廃炉・汚染水・処理水対策事業【171億円】 
原子力災害からの復興の大前提である福島第一原子力発電所の廃炉・汚
染水・処理水対策に関する高度な研究開発等を国が前面に立って支援する。 
 

④ なりわい再建支援事業等による被災地域の復興支援【212億円】 
令和６年能登半島地震や、令和３年・令和４年福島県沖地震、令和２
年７月豪雨等により被害を受けた中小企業等が行う施設復旧等を支援
し、被災地域の速やかな復興の実現を目指す。 
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⑤ 地方公共団体による小規模事業者支援推進事業【10億円】 
地方公共団体が、激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する
法律に基づき、局激指定された災害からの復旧支援を目的とした施策（施
設・設備の復旧事業）を講じる場合に、当該施策に要する費用を支援する
ことで、被災地域の速やかな復旧の実現を目指す。 
 

⑥ 伝統的工芸品産業支援補助金(災害復興事業)【9.8億円】 
令和６年１月の能登半島地震等により大きな被害を受けた地域の伝統的
工芸品の事業者等に対し、産地活性化に向けた取組を支援することにより、
被災地域における伝統的工芸品産業の早期の復興を促す。 

 
（２） 防災・減災及び国土強靱化の推進 

 
① SS（サービスステーション）ネットワーク維持・強化支援事業費補助金 

【121億円】 
SS ネットワーク維持・強化を図るため、揮発油販売業者や油槽所を運営す
る事業者等に対し、災害対応能力強化や経営力強化、SS 過疎地重点支
援等の SS ネットワークの維持・強化に資する設備投資等を支援する。 

 
② 災害時に備えた社会的重要インフラへの自衛的な燃料備蓄の推進事業 

【21億円】 
災害時において、道路等が寸断した場合に、LP ガス充填所やサービスステー
ションなどの燃料供給が滞る可能性があることから、需要家側においても自衛
的な燃料備蓄体制を構築するため、避難所等のLPガスタンク、自家用発電
設備等を導入費用の一部を補助する。 

 

③ 災害時の強靱性向上に資する天然ガス利用設備導入支援事業 
【10億円】 

CO2 排出量の削減にも寄与しつつ、災害時の強靭性の向上を図るため、
避難施設、防災上中核となる施設等において、災害時にも対応可能な天
然ガス利用設備の導入費用に対し補助を行う。 

 
④ 大規模石油災害対応体制整備事業【２.0億円】 

国内外での大規模油濁事故により、石油製品の安定供給に支障が生じる
事態に備え、オイルフェンスや油回収機等の油防除資機材の更新を行う。 
 

⑤ 南海トラフ巨大地震旧鉱物採掘区域防災対策強化事業【6.0億円】 
南海トラフ巨大地震で被害が想定される地域を対象に、旧鉱物採掘区域
の防災対策工事等を支援することにより、災害防止のための対応を強化す
る。 
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⑥ 休廃止鉱山鉱害防止等工事費補助事業【12億円】 
地方公共団体等が行う鉱害防止工事、坑廃水処理を行う事業に要する
経費の一部を補助することにより、休廃止鉱山に係る鉱害防止が適切に実
施される環境作りを支援する。 

 
⑦ 工業用水道事業費【22億円】（再掲） 
 
（３） 外交・安全保障環境の変化への対応 
 

① グローバルサウス未来志向型共創等事業【総額約 1,500 億円（国庫債
務負担行為等含む）】（再掲） 

 
② 経済環境変化に応じた重要物資サプライチェーン強靱化支援（永久磁
石）【41億円】（再掲） 

 
③ 重要経済安保情報保護活用法の施行に向けた民間企業等の体制構築
等事業【16億円】（再掲） 

 
 

 

 


